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論 文 内 容 要 旨
本論は序論 と結論 を含む7っ の部分で構成 されている。すなわち 「序論」で参加予算の機能の二
面性の存在 に関す る問題を提起する。続 く第1部 と第2部 は従来行われて きた参加予算に関する行
動科学的 アプローチとコンティンジェンシー ・アプローチの実証研究を検討 し、それ らの研究が参
加予算に対 して異なる機能を各々想定 していることを示す。第3部 はこのよ うな異なる機能を二面
性 の問題 とと らえ、 その検証の必要性 を示す。第4部 は、わが国企業 を対象 に参加予算の二面性の
存在 について調査 した結果を示す。第5部 は参加予算の機能 の二面性 をどの様 に解消 して システム
設計をす るかに関する考察 を行 った。 このように本論 は文献研究 と理論的考察に基づいて仮説 を導
出 し、 それを実証的に検証 し、 その結果か ら展望を試みた ものである。
「序論 一問題 の所在一」で は、マネ ジメン ト・コン トロールにおいて影響 システムと情報 システ
ムという異 なる二っ の機能が同時に存在するに もかかわ らずそれ らを明確 に区別で きず、そのため
に機能が十分 に発揮で きな くなったり機能障害を生ず る恐れがあ るという伊丹敬之教授の所論を と
りあげ、同様の二面性が従来行われて きた参加予算研究の二っの方向に内在す ることを指摘 し、そ
のような二面性の存在を明 らかにしてそれを解消する必要があるとい う問題を提起 した。
参加予算 の実証研究は、まず人間行動 に対す る参加予算の影響に着 目 した行動科学的アプ ローチ
の立場で行われた。「第1部 行動科学的アプローチによる参加予算研究」 では、そのよ うな方 向
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でこれまで行われた実証研究を検討 している。 この方 向の研究 は1960年代までにアー ジリス、 サイ
モ ン等、 ホフステ ドによって行われ、参加予算の動機づ けや満足 に対する影響が明 らかにされた。
その後、参加予算 の効果に影響す る条件要因め存在が注 目され、 ホプウッ ド、 コ リンズ、 ブロウネ
ルなどにより、評価スタイルやパーソナ リティーや リーダー シップといった要因が参加の行動的効
果 に影響す ることが明 らかになった。 これ らは参加が万能薬ではないことを明 らか にした点で意味
を持つ。
他方、1970年代以降にはもう一っの方向として参加 がどのような要因を仲介 として成果すなわち
業績向上を生ず るにいたるかを検討す る研究が現れ る。 これは仲介変数モデルと呼ぶことがで きる。
ミラニ、 ケニス、 ブロウネル等 とい った諸研究か ら、態度や緊張状態や動機づ けといった仲介変数
が明 らかにされ、参加 の行動的影響 が成果 にまで達す る可能性が示 された。 これ らの検討か ら、機
械的に作成することが困難 な予算 に対 してその実行を促進するという参加予算の意義が明 らかにさ
れた。
しか しなが らこのような行動科学的 アプローチに対 して、 コンティンジェンシー理論の立場か ら
批判が生 じた。 「第2部 コンティンジェンシー ・アプローチによる参加予算研究 と情報 プロセ シ
ング ・モデル」 はそのような批判の検討 と、 コンテ ィンジェンシー ・アプローチに基づ く従来の実
証研究に考察を加えた。 コンテ ィンジェンシー理論の骨子 は状況 と組織特性の適合が高 い組織成果
につながるという主張にある。 ここか ら管理会計 も各々の組織の状況 と適合 していなければな らな
いことが1970年代 中ごろか ら指摘 され、また行動科学的アプ ローチに対する次 のよ うな批判が提示
された。すなわち、参加予算のよ うな特定技法 の普遍的妥当性の主張 に対す る批判、組織構造や組
織の環境 に対す る着 目を欠 いていることに対する批判、個人の心理的側面 の充足 と組織成果 との予
定調和 に立脚 していたことに対する批判の三点である。 コンティンジェンシー ・アプローチに立脚
すれば、普遍的妥 当性 よりむ しろ条件性が重視 され、状況 との関係が着 目され、組織成果その もの
が考察の対象 となる。 そのようなアプローチによって参加予算を考察 した ブランズ等やマーチャン
トおよびわが国の小島廣光 や近藤恭正 の実証研究の考察か ら、参加予算が特定 の規模や技術や市場
状況 といった ものに適合することが明 らかにされた。
ところで状況 と組織 との適合的関係 に対す る理論的説明 としてガルブレイスの提唱 した情報プ ロ
セシング ・モデルがある。 これは状況 と組織 との適合関係を情報処理負荷 と情報処理能力の適合 と
とらえ るものであ り、管理会計 の分野で もこのようなモデルに立脚 して管理会計を情報処理能力の
増大 とする見解が現れた。 ここか ら参加予算 に対 して も、情報処理能力の一環 と して意思決定 に対
する情報提供機能が想定 され ることになる。
このよ うに参加予算 に対す る二っのアプローチはいわば対立的な視点に立脚 し、異なる機能を提
唱 している。「第3部 参加予算 に対す る二っの アプローチの理論的考察」 ではまず、行動科学的
アプローチの条件要因の研究 と仲介変数 モデルの研究が前述の批判に応 え うるものであること、お
よび条件要因の内部的性質を看過 し得ないことを示 し、 さらにコ ンティンジェンシー ・アプローチ
が外部状況を条件要因 とす るという特徴を持 っていることと、 その特徴 と参加予算の情報 的な機能
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との関係を明 らかに した。 ここか ら参加予算 には行動的機能 と情報的機能の二っの機能が想定 され、
その相違が各 々で扱 う条件要因の相違 と密接に関連す ることが示 された。 ところで このよ うに参加
予算 に関連する条件要因の位置づ けを検討 した先駆的研究 としてブロウネルの研究が ある。 そこで
示 されるブロウネル ・モデルはコンティンジェンシー ・アプローチの条件要因を先行的調整要因 と
して参加の採用を決定するものと位置づけることで、参加予算 に情報 的機能を想定するものである。
しか しなが らこのモデルの重要性 は、む しろ、そ こに行動的な条件要因 も導入 し、参加予算の機能
の二面性を示唆する点 にある。
この参加予算 の二面性はわが国企業で も存在す るのであろ うか。「第4部 参加予算の機能の実
態およびその二面性 にっいての調査」は、 この問題を実証的 に検証 した実態調査である。調査 は平
成6年1月 か ら2月 にかけて行 われた郵送質問 によるア ンケー ト調査であ り、調査対象 はわが国の
東証1部 上場企業か ら抽出された362社である。回答企業数は141社で回収率は38.95%であった。
調査の結果、わが国企業 では部長以上 の参加が顕著であること、 および予算編制 にあたって参加
を通 した議論や説明 といった綿密なコ ミュニケー ションが図 られていることが明 らかになった。 ま
た、参加の情報的機能と行動的機能の各々に対す る期待度 も高かった。また予算編制では予算 と中 ・
長期 目標 との合致および組織 目標 と整合 した行動 を導 くことが重視 されてお り、予算の正確 さや予
算におけるごまか しの防止 は余 り重視 されていない。特に、管理者 の合意 ・管理者の活動方向の明
示 ・組織 目標 と整合 した行動の導出とい った予算の側面は参加 の効果 として高 く支持 された。
参加予算 の二面性 に関 して、 まず情報的機能 と行動的機能の両面 を同時に期待す る回答が多かっ
た。 さらに、予算:編制 日数、予算委員会の回数、予算の試算の詳細度の各局面における参加予算の
二面性の有無 にっいて、(1>予算編制 日数 の長 さは行動期待が高 く情報期待が低い企業 と情報期待が
高 く行動期待が低い企業では差が無 い、(2)予算委員会の回数は行動期待が短期情報期待が低い企業
と情報期待が高 く行動期待が低 い企業では差が無 い、(3)予算の試算 の詳細度は行動期待が高 く情報
期待が低い企業 と情報期待が高 く行動期待が低い企業では差が無い、 という三っの帰無仮説を検定
したが、三つ とも、平均 の差 の検定およびマ ン=ホ イ ッ トニーのU検 定 の双方 において棄却 され
なか った。 ここか らわが国企業では参加予算 に二つの機能 を同時に想定す る二面性が存在す ること
が明 らか となった。
このよ うな二面性の存在は機能障害を生ずる可能性 を内包 している。参加予算 システムを設計す
るにあた って はこの二面性をなん らかの形で整理 しなければな らない。「第5部 参加予算 の機能
の本質」 は参加予算の機能の二面性 を整理するために二っの機能のいずれかを本質 とする必要があ
るという視点か ら、考察を加えている。 まず 「序論」で示 した伊丹敬之教授の所論を再度検討 し、
重要 と考え られ る機能 に基づいてシステム設計を行 って他方の機能 の効果の発現をある程度犠牲 に
す るとい う二面性の解決方法を とりあげた。 それでは参加予算 において情報的機能 と行動的機能の
いずれを本質的機能 とすべ きであろ うか。津曲直躬教授は予算管理の本質を、管理行動の全社的利
益 目標達成に向ける統合的 コントロール とい う点に求めており、 ここか ら予算の機能の本質を 目標
整合性の確保 に求 めることができる。 この目標整合性 はマネジメ ント・コントロールの中心的な問
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題であって、 しか もマネ ジメ ン ト・コン トロールの特徴 として人間の判断の介入する領域である こ
と、および目標整合性 と動機づけの密接な関係が指摘 されていることを考え合わせ ると、そのよ う
な目標整合性に資す る参加予算 の機能の本質 は行動的機能に求め られる。
ここか ら参加予算 システムの設計は、行動的機能 を中心に行われる必要があると考 え られ る。 し
か もこのような行動的機能 の重要性 は、従来の予算:スラック研究の前提である予算の正確性 ・信頼
性 に対 して、近年、そのよ うな正確 性よ りむ しろ、管理者が よりよい仕事をす るためな らば多少の
スラックの存在を許容 し、管理者行動の方向づ けの側面を重要 とする見解が認め られること、およ
び先の実態調査の結果か らも予算の正確性をあまり重要 とせず、 目標整合性 の確保をむ しろ重要 と
する回答が多 く示 されていることか ら支持 され るもの と考 え られ るのである。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文 は、予算管理を中核 とす るマネ ジメント・コントロールが影響機能 と情報提供機能 の二面
性を もっために、その機能が十分に果たせていないという問題意識 のもとに、予算編成プロセスに
予算執行者で ある部門管理者 を参加 させる参加型予算 を研究対象 として取 り上げ、二つの機能の存
在を理論的に検証するとともに、わが国の企業の実態調査 によって実証 しよ うと試み、 さらにその
機能障害の解消に論及 した意欲作である。
この論文 の構成 は5部 か らなる。参加予算の機能の二面性 に対 して、第1部 ～第3部 が理論的検
証、第4部 が実証的研究、第5部 が機能障害の解消にそれぞれ当て られている。
先ず、参加予算の影響機能 と情報提供機能の二面性の理論 的検証 は、第1部 で 「行動科学的 アプ
ローチ」 と特徴づ けられた、参加予算 の人間行動 に及ぼす効果 に関す る多 くの研究を考察 し、第2
部で 「コンテ ィンジェンシー ・アプローチ」 と特徴づ けられた情報プロセシング ・モデルを検討 し、
前者のアプローチが参加予算 に付与する機能 は動機づ けに代表 される影響機能であること、後者 の
アプローチが参加予算を情報処理能力の増大の一技法 として捉え、その機能が意思決定に対す る情
報提供機能であることをそれぞれ明 らか にし、第3部 で この二っの対立するアプローチを条件要因`
と成果要因の相違 として組 み込んだ統合モデルを構築 し、参加予算に二っの機能が同時に存在する
可能性を立証す る形で行われている。
次いで、第4部 は 「予算編成 にお ける管理者の参加の実態 と機能に関する調査」(アンケー ト調
査)を 東証一部上場企業か ら無作為抽 出 した362社の経理部長 に対 して平成6年1月 に実施 し(回
収率38.95%)、わが国企業における参加予算 の存在、参加予算:の影響機能に対する期待および参加
予算 の情報提供機能に対する期待の実証を試みている。 とくに、参加予算の影響機能 と情報提供機
能が ともに重要であると回答 した企業が最 も多 く、56社(43.75%)に上 り、参加予算 の機能の二
面性が実証 されたとしている。
最後の第5部 では、参加予算の機能 の二面性の実在が機能障害を もた らす可能性があるとい う視
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点に立 って、 この機能障害の解消のための参加予算 システムの設計 に言及 され、結論 としては、予
算管理 の本質が目標整合性 にあることに基づいて、動機づけ機能 に代表 される影響機能を主 とし、
情報提供機能を從 とすべ きことが主張 されている。
本論文の第1部 ・第2部 で展開 されている参加予算 の機能の二面性の理論的検証 は、サーベイ研
究 として きわめて高水準 にあることと、第4部 で報告 されている実態調査は、調査の回答 データの
分析方法が単純であり、また参加予算の機能の二面性の実証に終始 し、機能障害の発生事実 まで至 っ
ていない点など問題点が散見 され るが、企業予算の実態調査 としては従来の調査研究 に見 られない
新 しい論点 を提 出していることは評価に値する。
よって、本論文は博士(経 済学)論 文 として合格 と判定す る。
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